








































































































































































































































































































































（ 5）　戸籍法107条 2 項。
（ 6）　通則法24条 2 項・ 3 項。ただし一方当事者の本国法は適用できない場
合がある。
（ 7）　青木義人著『戸籍法』（日本評論社・1951年）196頁。
（ 8）　これは後見開始審判のような他の手続にも同様の現象が見られるとこ
ろである。
（ 9）　もしそのように解さないと、通則法24条との間に齟齬をきたすことと
なる。
（10）　渉外戸籍実務研究会著『改訂・設題解説　渉外戸籍実務の処理─Ⅰ総
論・通則編─』（日本加除出版・2013年）250頁。
（11）　吉岡誠一著・小池信行監修『新戸籍実務の基本講座 V渉外戸籍編
（ 2）─婚姻・離婚・縁組・離縁・親権・未成年後見・死亡・失踪─』
（日本加除出版・2013年）23頁。
（12）　別途取消の手続をすることは可能だが、民法上、婚姻の取消に遡及効
はない。民法748条 1 項。
（13）　吉岡誠一著・前掲注（11）・24〜25頁。
（14）　渉外戸籍実務研究会著・前掲注 x・245頁・251〜252頁。
